
重回帰法による東海地方出梅日の長期予報 87

第5表　東海地方の重回帰予報出梅日を用いた予

　　　　報評価

地方名　　相関係 標準誤差　　スキルスコア

を用いれば予報の安定化を図れるかもしれない．これら

の点について工夫を重ね出梅日予報の精度を向上させる

ことが今後の課題である．
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文献
出梅目を近畿，中国，四国地方でも利用できることを示

している．

　8．まとめ

　5月前半，後半および6月前半の15日平均500mb高

度偏差から予測因子を選ぶことと，因子の選択方法に特

徴をもつ重回帰手法により東海地方の出梅日の長期予報

は，かなり改善されることがわかった．重回帰予報出梅

日は近畿，中国，四国地方で利用可能である．

　しかし，1～2日の誤差しかなかった年もあれば5～

7日と比較的大きな誤差のあった年もあるのそより安定

した予報にすることが望まれる．また更に利用価値を高

めるため予報はもっと早い時期に行えることが望まし

い．このような要求を満たすためには，今回の重回帰手

法に不足していた亜熱帯高気圧の強弱に関する因子を含

まれることが必要である．西部熱帯太平洋の対流活動が

活発なとき日本付近の亜熱帯高気圧が強まることが最近

の研究（例えばNitta，1987）で明らかにされてきて

いる．熱帯の対流活動の指標としてOLR（Out－going

Long－wave　Radiation）などの資料が重回帰分析を行う

のに十分な長さの期間にわたって蓄積されれば，その中

に因子を求めることができるだろう．海面水温の利用は

予報を行う時期を早めるのに効果があるかもしれないの

で調査する必要がある．また因子には格子点値を単独で

用いたが，その周辺で相関の高い格子点値を平均した値
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